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３．事業の実施状況 

平成３０年度千葉県計画に規定した事業について、令和元年度終了時における事業の実

施状況について記載。 

事業の区分 1．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.4】 

病床・医療機関の機能分化・連携を推進す

るための基盤整備事業 

【総事業費】 

3,560,000 千

円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～令和 3年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏ま

えた病床の整備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地

域で必要な病床機能等の分化及び連携等を進める必要があ

る。 

アウトカム指標： 

地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 

26.0 床（平成 30 年度）→ 41.4 床以上（令和 5 年度） 

事業の内容（当初計画） 不足する病床機能への転換など医療機関が地域医療構想と

の整合性を図り、病床の機能転換等を行う施設設備整備に

対する助成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

病床機能転換を行う医療機関数 1 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

補助実施施設数 1 施設（令和元年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 

37.1 床（令和２年４月） 

（１）事業の有効性 

回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟を整

備する病院に整備費補助を行うことで、病床の機能分化が

図る。地域医療構想の達成に向け、効果的と考える。 

（２）事業の効率性 

回復期リハビリテーション病棟及び地域包括ケア病棟を整

備する病院に整備費補助を行うことで、病床の機能分化が

図られた。 

その他  
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事業の区分 ③「介護施設等の整備に関する事業」 

事業名 【NO.40】 

広域型施設等の開設準備支援等事業補助 

【総事業費】 

146,400 千円 

事業の対象とな

る区域 

千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安

房・君津・市原 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

□継続 ／☑終了 

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ 

住み慣れた地域で継続して日常生活を営むことができるよう、地域

密着型サービス等の介護サービス提供体制の整備を進める必要が

ある。 

医療介護総合確保促進法に基づく千葉県計画（平成 27 年度）によ

る事業と一体的に執行し評価する。 

アウトカム指標：  

広域型特別養護老人ホーム 

24,491 床（平成 29 年度）→25,412 床（平成 30 年度） 

介護老人保健施設 

15,594 床（平成 29 年度）→15,794 床（平成 30 年度） 

事業の内容（当

初計画） 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

・整備予定施設等 

広域型特別養護老人ホーム 123 床（13 カ所） 

介護老人保健施設 60 床 

 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対

して支援を行う。（整備予定なし） 

 

アウトプット指

標（当初の目標

値） 

（整備施設数） 

広域型特別養護老人ホーム 19 床（1カ所） 

アウトプット指

標（達成値） 

（整備施設数） 

なし 

【未達成の原因等】 

公募の不調や選定事業者辞退による計画の先送り、工期の遅延によ

り目標を達成できなかった。 

事業の有効性・

効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

広域型特別養護老人ホーム 

24,491 床（平成 29 年度）→25,923 床（令和元年度） 

介護老人保健施設 

15,594 床（平成 29 年度）→15,512 床（平成元年度） 

（１）事業の有効性 

 広域型特別養護老人ホームの開設準備経費に対して助成するこ

とにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進
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することができ、入所待機者の増加を抑えることができた。 

（２）事業の効率性 

 広域型特別養護老人ホーム等の開設設置に必要な準備経費に対

して支援し、効率的な介護サービス提供体制の整備を行う。 

その他  
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.43】 

介護に関する入門的研修委託事業 

【総事業費】 

5,285 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

介護分野において人材が不足している中、介護未経験者の

介護職参入へのきっかけを作るとともに、参入の際に障壁

となっている介護職への様々な不安を払拭するため、介護

に関する入門的研修を導入し、介護人材のすそ野を拡げ、

中高年齢者など多様な人材の参入を促進する必要がある。 

アウトカム指標： 

介護職員の就労者数  

79,167 人(平成 29 年度)⇒94,435 人(令和２年度) 

事業の内容（当初計画） 介護未経験者の介護職への参入のきっかけを作るととも

に、介護職で働く際の不安を払拭するため、介護に関する

入門的研修を実施し、研修修了後に介護施設等とのマッチ

ングまでの一体的支援に必要な経費を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講者数 150 人 

アウトプット指標（達成

値） 

受講者数  204 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

介護職員の就労者数   85,135 人(平成 30 年度) 

（１）事業の有効性 

介護に興味のある中高年齢者などが主に研修を受講してお

り、介護未経験者が介護の仕事について興味を持つ機会を

提供できるという点では、大変効果的な事業である。 

（２）事業の効率性 

200 名程度の受講者が研修を受講しており、多くの介護未経

験者が介護の仕事の職場体験やマッチングに興味を持つ機

会を提供できるという点では、効率性は高い。 

その他  
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.45】 

外国人受入施設支援事業 

【総事業費】 

1,152 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展などにより、介護職員の確保が重要な課題と

なっている。平成 29 年 9 月から在留資格「介護」の創設。

11 月からは外国人技能実習制度への「介護」職種の追加に

より、外国人の活用が考えられるので、介護施設に対して

外国人の受入に関する制度等を周知する必要がある。 

アウトカム指標： 

県内介護福祉士養成校新規外国人受入数 

89 人（平成 31 年 4 月）→増加（令和 2年 4月） 

事業の内容（当初計画） 介護施設を対象に外国人受け入れのためのセミナーを開催

し、円滑な受け入れが進むように支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

受講者数 200 人 

アウトプット指標（達成

値） 

受講者数 112 名（令和元年度） 

【未達成の原因】 

1 回目の会場の定員数が少なく、約半数の参加希望者を断

らざるを得なかったことに加え、台風の襲来と重なり、当

日のキャンセルが多かった。余裕を持った会場の確保に努

める。                        

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内介護福祉士養成校新規外国人受入数 

89 人（平成 31 年 4 月）→117 人(令和 2年 4月） 

（１）事業の有効性 

複雑な外国人受入制度や事業者への支援制度についての研

修会を開催し、受講の機会を設けることで、外国人の受入

れに関心を持つ事業者が増え、受入拡大につながる。 

（２）事業の効率性 

外国人の受入れが拡大することで、喫緊の課題である介護

人材不足を補う一助となる。 

その他  
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事業の区分 5．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.47】 

千葉県留学生受入プログラム等による

マッチング支援事業 

【総事業費】 

20,000 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷

隅・安房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進展などにより、介護職員の確保が重要な課題と

なっている。平成２９年９月から在留資格「介護」が創設さ

れたが、外国人介護職員の受入は進んでいない。 

アウトカム指標： 

介護福祉士養成校新規外国人受入数 

89 人（平成 31 年 4 月）→増加（令和 2年 4月） 

事業の内容（当初計画） 日本で介護福祉士として就労することを希望する外国人学

生と、外国人介護職員の受入を希望する介護施設をマッチ

ングし、外国人介護福祉士の受入を進める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

マッチング成立数 70 人（令和元年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

マッチング成立数 64 名（令和元年度） 

【未達成の原因】 

当初現地からの応募は１０４名あったものの、面談等を通

じて施設とマッチングできた人数である。現地の学生や県

内の介護施設に対し、制度の周知を図っていく。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

県内介護福祉士養成校新規外国人受入数 

89 人（平成 31 年 4 月）→117 人(令和 2年 4月） 

（１）事業の有効性 

マッチングが成立した６４名のうち、在留資格認定証明書

が交付された４５名について、令和２年に来日し、県内日

本語学校へ進学予定。（新型コロナウイルスの影響により

R2.5 月現在入国できていない） 

（２）事業の効率性 

留学生（候補者）と介護施設等の意向に沿ったマッチング

を行い、マッチング成立後も、千葉県への留学に関する情

報提供など、千葉県外国人介護人材支援センターと連携し、

支援を実施。 

その他  

 


